
東日本大震災の被害と教訓
－記録と伝承

東北大学災害科学国際研究所

今村文彦

資料２－２

１．東日本大震災とは？
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東日本大震災とは？

• 過去に経験の無い大災害

• 地震，津波の第二段階の被害に加えて，原発事
故の第三段階 ー複合災害

• 関東大震災は，地震と火事により，赤い色の印
象

• 東日本大震災の色は？

• 津波の濁流の色，沿岸での瓦礫の色

• さらに，色も臭いもないない放射能の影響
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Photo taken at Miyako City, Iwate Prefecture岩手県宮古市
Courtesy of Tarocho Fisheries Cooperative Association

津波の濁流の色，沿岸での瓦礫の色
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津波の濁流
の色，沿岸で
の瓦礫の色
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6
2011.4.20 津波の濁流の色，沿岸での瓦礫の色
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素因 誘因
影響（拡
大要因）

被害

浸水（泥
水）

海水（塩
分），土砂
移動，火災
発生

溺死(呼吸

困難，津波
肺），延焼，
海水植物
枯

地域崩壊，
火災，農業
被害

流れ 漂流物・船
舶，土砂，
可燃物

破壊，浸食
堆積，火災
延焼，土砂
移動

家屋・施設
被害，イン
フラ被害，
環境破壊

波力 浸水ｘ流れ2 破壊力（破
壊増）

家屋・施設
被害，イン
フラ被害
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復興への提言
• 悲惨のなかの希望
• 東日本大震災復興構想会議
– http://www.cas.go.jp/jp/fukkou/

• 五百旗頭真議長，御厨貴議長代理
– 歴史家と政治研究家とのコラボレーション
– 平成23年6月25日

• 復興の原点

• 失われたおびただしい｢いのち｣への追悼と鎮魂 大災害
を繰りな返さない
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復興構想７原則

• 原則１；復興の原点（追悼と鎮魂）と教訓の伝承・発信

• 原則２；広域性と多様性，国の役割

• 原則３；潜在力を活かし，技術革新を伴う

• 原則４；災害に強い安全・安心のまち，自然エネル

ギー活用型地域（自立・分散型社会）

• 原則５；被災地の復興無くして日本経済の再生はない

• 原則６；原発事故の収集と被災地への支援と復興

• 原則７；国民全体の連携と分かち合いによる復興を推
進する
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震災遺構・アーカイブへの役割

• 失われた過去の記憶の再生

• 被災した「現在」の記録

• 復興にむけた「未来」の創造・記録

• 歴史観：過去と現在の対話を通じて未来を創
る

• 被災地とその地域との繋がり
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経験の共有化・普遍化

個々経験個々経験

共有共有

普遍化普遍化 ナラティブナラティブ

地域性地域性

直接体験直接体験
1日前プ
ロジェクト
1日前プ
ロジェクト

共通項共通項

体験集体験集

しくみ・原
因

しくみ・原
因

調査・研
究

調査・研
究

体験を忘れない
災害を繰り返さない
共通項・仕組みを学ぶ
より普遍的な内容に！

新しい取組を！
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国際研究拠点（仮称）（東北大学）への支援・連携
背景と目的背景と目的

○平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震（M9.0）では、犠牲者（死者・行方不明者）は３万人近くに上り、津波により多くの家屋が流され広域にわたって壊滅状態になる
など、未曾有の甚大な被害となった。

○今回の震災では、映像機器の普及等により、報道機関のみならず、個人においても動画・画像が記録されるなど、震災に関する膨大な情報が蓄積されている。これらの情報は、将
来の地域社会の防災・減災対策、防災技術、理学・工学等の学問など幅広い分野に大きく貢献することが考えられるが、時間の経過とともに散逸するおそれがある。

○現在、東北大学において、今回の震災の実態・教訓をまとめ後生に伝えることを目的とする国際研究拠点（仮称）の設立が検討されており、同拠点では被災に関する情報を収集する
データベースを構築する取組が予定されている。国としても、同情報が後世に伝えるべき貴重な公共財産になるという認識の下、同取組への支援・協力を行う。

事業概要事業概要

今回の大規模災害に関する情報を動画・画像で記録して収集するとともに、個人や報道機関等が
記録した膨大な動画・画像も収集し、一元的に集約し、今後の調査研究に寄与するデータベースを構
築する。

国際研究拠点への支援

主な成果主な成果 過去の災害経験の科学・学術観点からの継承、国民の防災意識の向上、国内外への防災科学技術の発
進力強化、及び東北地方の科学技術の復興に貢献

発
信

検
索

閲
覧

編
集

ム
クラウド型アーカイブシステ

ム

×□_災害危険度メータ

危険度３
大丈夫？

自宅の登録 家族の登録 自宅の耐震評価 備蓄登録
ファイル 編集 表示 ツール ヘルプ

なし

なし

緊急地震速報

台風や豪雨予想

×□_災害危険度メータ

危険度３
大丈夫？

自宅の登録 家族の登録 自宅の耐震評価 備蓄登録
ファイル 編集 表示 ツール ヘルプ

なし

なし

緊急地震速報

台風や豪雨予想

時空間災害記録閲覧システム

整
理

収
集

航空撮影映像

災害対応・復興の社会科学的な記録

分散管理による「死蔵しない」「消失しない」保存方法

空間と時系列で各種記録を表現

震災時の室内映像住宅を襲う津波映像

自然科学的な災害の記録

シンポジウムの開催
・世界各国との情報共有、画像・映像の提供・収集
・国内の被災経験のある自治体との交流
・日本の復興のアピール

災害対策ツールの開発
・システム上で地震動や津波をシミュレーションできる
技術の開発

人材育成研修・教育プログラムの構築
・上記の災害対策ツールを活用した人材育成研修
・防災指導者者育成のカリキュラム作成
・小・中・高校生への防災教育に活用できる教材の作成

アーカイブシステムの有効活用
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２．大震災における災害
・被害の特徴

すべてが桁違いの規模
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被害の全体像

• 地震; M9.0, 深さ~24km
• 人的被害, 死者; 15,883, 行方不明;2,656

（平成24年12月現在）

• 避難者; 321,000
• 住宅被害（全壊）; 126,483, （半壊）; 272,287
• 経済被害; 177.7 Billion US$ （１７兆円）

• 建物被害; 109 Billion US$ （１１兆円）

• ライフライン; 14 Billion US$（１兆円）

• 社会基盤; 23 Billion US$（2兆円）

• その他; 39 Billion US$（4兆円） 14



死因と年齢構成（内閣府,2011)
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想定（被害想定）を超えた今回の災害

今回の地震・津波は過去
の想定（400年間程度の繰

り返しと切迫性）を遥かに
超えた．この原因は？

今後，被害軽減のために
は何が必要か？

今回の教訓（被害想定）は
何か？また．そのように風
化させてないか？
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Historical tsunamis in Tohoku for 400 years and the 2011 Tohoku Eq.

• T.Hatori，Distributions of Seismic Intensity and Tsunami of the 1793 Miyagi Oki Earthquake, Northeastern 
Japan, Bulletin of Earthquake Research Institute, University of Tokyo, 62, 297-309 (1987).

400 years

40m in slip

releasing

Stress 
accumulating
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• The inundation area far exceeded that indicated in 
municipal hazard maps. 震災前後の浸水マップ

大船渡 Ofunato City, Iwate Pref. 仙台 Sendai City, Miyagi Pref.

Inundated Area

Hazard Maps

Source: Cabinet Office

Disaster Prevention

Disaster Management Bureau
Cabinet office(2011)
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津波災害の特徴
• 広域浸水被害（443平方km）＋大破壊力

• 人的，物的（家屋，施設，交通，インフラ，水産），間接被害

• 漂流物（瓦礫，船舶，植生，車両，タンクなど）
– 被災車両14万6千台（宮城県の登録台数の1割）

• 火災，長期浸水，沿岸地形変化（浸食＋堆積）

• 施設被害：防災機能の評価（施設，体制，土地利用）

• 人的被害：避難体制（情報，避難経路・場所，避難ビル被害）
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課題のまとめ

• 発生確率が極めて高い宮城県沖地震(M7.4, M8.0)とそれに伴う津波によ

る災害軽減のための実学の展開を行っていた．

• しかし，東北太平洋沖地震（M9.0)および大津波により，2万もの犠牲者を

出し，沿岸部は壊滅状態，さらに原子力発電所などの事故が発生した．

極めて甚大な被害（東日本大震災）が発生した．

• 改めて我が国の低頻度大災害に対する地域安全を確保する学問体系

の整理と実学の展開が不可欠となっている．

• 巨大地震・津波の全容解明と減災対策への実践防災学の推進
– 歴史的な視点を持ち，低頻度大災害に対する防災・減災，復旧・復興の考え方を，

科学的根拠に基づいて提示

– 被災経験を踏まえた，国立大学法人としてのBCPの確立と提示

– 巨大災害リスクマネージメント拠点形成

• 被災地での実践的な対応（避難訓練），経験・教訓の記録（アーカイブ）
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学際的研究が必要な古地震・古津波の実態解明

情報量が豊富な現代・近代・歴史時代から遡るにつれて情報量が減少．
関連諸分野の知識で補う必要がある．（後藤,2013)

現
在

十
年
前

百
年
前

千
年
前

一
万
年
前

十
万
年
前

個人の記憶

古文書
遺跡（地震考古学）

地層（津波堆積物）・痕跡
地形（隆起・沈降）

低頻度巨大地震・津波の評価
を行いたい時間スケール

情報量

観測記録

地球科学・テクトニクス
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３．被害実態と経験を記録する

みちのく震録伝
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みちのく震録伝とは

産官学連携
120機関以上

被災体験者・自治体・
NPO等

協力 連携

震災 伝える

・実態解明
・被災地復興支援

・災害記憶・記録の伝承

・低頻度災害の防災対策

・南海トラフの防災対策

東日本大震災で得ら
れた知見の情報をす

べてを収集

東北大学
災害科学国際研究所

映像

画像

テキス
ト

音声

記録
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震災記録の収集について（主な活動のみ）

【独自活動】
・みちのく・いまをつたえ隊

2012年1月〜現在も継続中（現在まで3年間）
写真画像：約10万枚以上
証言記録：約3000人以上

・研究者が集めた震災記録の収集
2011年6月〜現在も継続中
写真画像：約5万点以上，その他：多数

・賛同協力機関やその他機関が所有している震災記録の収集
2011年8月〜現在も継続中

【他機関との連携による収集】

多賀城市，仙台市若林区七郷市民センター，他自治体，その
他多数 24



提供情報種別 提供形式 データサイズ

文章データ

辞書データ DBダンプ形式 約85GB（数ファイル）

研究・調査レポート PDF，原書 約45GB（数百ファイル）

公文書 PDF 集計中（数千ファイル）

フリーペーパー、ミニコミ誌、チラシ 原書 集計中（数千ファイル）

学校だより、会報、広報誌 原書 集計中（数百ファイル）

映像・画像
データ

３D映像 映像ファイル 約100GB（数ファイル）

航空写真（垂直、斜め） 画像ファイル、Webサービス 約5TB（数百ファイル）

現地写真（被災前後） 画像ファイル 約3TB（数十万ファイル）

360°画像 画像ファイル 約60TB（数百ファイル）

衛星画像 画像ファイル 約120GB（数百ファイル）

震災関連イベント映像 映像ファイル 約1TB（数十ファイル）

津波シミュレーションCG 映像ファイル 集計中（数ファイル）

音声データ 証言記録 音声ファイル 集計中（数千ファイル）

その他

統計情報等 エクセルデータ 集計中（数百ファイル）

レーザー測量データ（航空、地上） オリジナル構造化形式 約5TB（数百ファイル）

３D都市モデル 集計中

震災記録データ
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震災記録のWeb公開

【みちのく・いまをつたえ隊Facebookページ】

ほぼ毎日，宮城県沿岸部のリアルタイムの情報
を発信

【みちのく震録伝検索システム】

検索総数：150,257件
（みちのく震録伝：125,410件）
（たがじょう見聞憶：23,947件）
（NHK：900件）

http://search.shinrokuden.irides.tohoku.ac.jp/https://www.facebook.com/imawo.tsutaetai
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震災記録の可視化の試み①（独自）

みちのく・いまをつたえ隊 フォトマップ

「復興へ カワル・
みちのく風景」

「ヒトの目に映る3.11津波浸水」
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震災記録の可視化の試み②（企業コラボ）

津波シミュレーション（国際航業）研究者による復興写真マップ（インフォマティックス）

震災の画像記録 「のべ4000km 被災沿岸の走行記録」
（グローバル・サーベイ株式会社）

LVSquareみちのく 「被災地の現地写真と航空写
真、全周囲(360°)映像」（アジア航測）
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震災記録の可視化の試み③（企業，他）

3D映像記録（NHKメディアテクノロジー）
津波AR（宮城教育大学）

デジタルえほん（大日本印刷）
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アーカイブシステム等の技術開発及び支援

みやしんぶん（東北大学アジア研究センター）河北新報社震災アーカイブ（河北新報社）

たがじょう見聞憶（多賀城市）
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展示物の作成支援

国連本部での展示（仙台市，陸前高田市）世界銀行での展示
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４．東日本大震災での教訓

東北で得られた教訓
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教訓集

• 東北圏広域地方計画協議会
では，東日本大震災でえられ
た多くの教訓や課題を整理し，
今後起きうる広域大災害の
備えとして行かして頂きたい

• 産官学で構成された協議会
の各機関が情報を収集し，
教訓，教訓が得られた背景，
教訓の活かし方，をまとまし
た

• 平成23年9月に実施
33

4.1 発災・初期対応期

34



35

36



37

4.2 応急復旧・被災地応急期
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4.3 復興期
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５．レジリエンスとは？

48



レジリエンスとは？

• 災害サイクルを踏まえた防災・減災（ミティ
ゲーション）としなやかな対応を軸とした危機
管理

• 災害サイクルを踏まえた減災は，時間流れの
中で，よりよくなる正のスパイラルを創るため，
各フェーズでの対策を総合に組み合わせる

49

• 様々な自然災害や複合災害に対応できる．

• 自然と共生し継続的な機能を維持できる．

• 回復力（バックアップ，リダンダンシー機能）の
ある．

• 複数のレベル（自・共・公）で連携し，様々な
対応が出来る．

• 臨機応変な対応が出来る．–過去の経験・知
識を基に，現状を分析し適切な対応を出来る
（災害の想像力）

50



地
震

直
接
被
害

人
的
・物
的
な
資
源
量

時間の推移

間接被害

直接被害が軽微にとどまると、
人的物的資源に余裕ができ、
災害時にも継続できる平常業務
が十分確保され、
間接被害も大きく軽減できる。

BCPの対象：継続すべき重要業務

阪神・淡路大震災／新潟県中越地震のケース

残された要員（人材）と資源（物資）が確保でき
重要業務の継続（ＢＣＰ）が可能となる

防災計画の対象
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地
震

直
接
被
害

人
的
・物
的
な
資
源
量

時間の推移

間接被害

大被害が発生し人的物的資源が不足すると、業務
の全てが中断される。そのため、外部からの支援
が不可欠で間接被害は増大し、復興は遅れる。

業務継続（BCP）：継続すべき重要業
務

不
足
す
る

資
源
量

重要業務回復
・復興の遅れ

東日本大震災での最悪ケース

防災計画の対象

防災計画で想定して
いた災害対応能力を
超えた被害規模

52



時間推移

T2
(当初の回復時間)

地
震

直
接
被
害

① 予防対策（事前防災）
② 対応対策（減災）
③ 復旧対策（迅速復旧）
④ 復興対策（着実復興）

災害予防と
事前準備による
被害軽減が
BCP業務を拡大

④

地域防災計画
に基づく
予防･対応･復旧
･復興の業務

地
域
（
企
業
）
に
必
要
な
業
務

間接被害

業務継続の拡大
と持続的で創造
的な復興の達成

事前防災によってＢＣＰ活動
ができるレベルまでの被害を
軽減する：事前防災の目標

T1

(発災)

T3

(対策による早まった回復時間)

①
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Disaster Management Cycle in Four Phases

Response

•Crisis management, 
Disaster medicine, Public 
health, Activities following 
a disaster: Recovery of 
infrastructure, Temporary 
housing, reconstruction of 
buildings and schools, 
Revival of local economy

•Activities that reduce the 
effects of disasters: 
Investment of 
Infrastructure, Building 
codes and zoning, increase 
health resilience, 
Retrofitting,  Land use 
planning, Public awareness, 
BCP & BCM, Archive

•Activities during a disaster: 
Monitoring, Early warning 
& evacuation, Search and 
rescue, Medical and public 
health care physically and 
mentally, Provide shelters, 
distribution of relief items 

•Activities to develop knowledge and 
capacities by governments, 
professional response and recovery 
organizations, communities and 
individuals to effectively manage 
emergencies and achieve transitions 
from response to sustained recovery : 
Disaster preparedness  organization, 
Emergency response plans, Exercises, 
Training, and Education, Warning 
systems, Disaster Science and Risk 
Assessment

Preparedness Response

RecoveryMitigation

54


